
大阪大学および関連病院産婦人科における臨床データベース作成および解析 

1. 研究の対象: 大阪大学および大阪大学関連病院産婦人科における産婦人科疾患の方 

2. 研究目的・方法 

研究期間：実施承認後～2050 年 3月 31 日 

当研究においては、セキュリティが確立したオンライン登録システムにより産科・婦人科における

診療情報のデータベース化をおこない、関連施設においても同等のフォーマットでデータを蓄積集

積し、婦人科においては婦人科診療の安全性の向上を、産科においては周産期予後の改善（早

産率の減少や妊娠高血圧腎症発症予防など）を目標に様々な解析を行っていきます。 

3. 研究に用いる情報の種類 

婦人科領域: 患者背景、腫瘍所見、治療方法、治療経過、病理組織学的所見、遠隔成績 等 

産科領域: 患者背景、分娩様式、母体情報、妊娠合併症、分娩時合併症、母体情報、胎児・新生

児情報 等 

4. 外部への情報の提供 

データセンターへのデータの提供は、特定の関係者以外がアクセスできない状態で行います。対

応表は各病院において厳重に管理し、後方視的に解析を行う際は匿名化データを用いるため個

人情報が漏れることはありません。 

5. 研究組織: 大阪大学関連病院産婦人科 

6. お問い合わせ先 

本研究に関するご質問等がありましたら下記の連絡先までお問い合わせ下さい。 

ご希望があれば、他の研究対象者の個人情報及び知的財産の保護に支障がない範囲内で、研

究計画書及び関連資料を閲覧することが出来ますのでお申出下さい。 

〒565-0871 吹田市山田丘 2-2 

TEL: 06-6879-3351  

研究代表者: 大阪大学大学院医学系研究科 産科学婦人科学 木村 正 

 

タキサン系抗腫瘍薬併用下における下肢静脈血栓症合併婦人科悪性腫瘍患者に対するエドキ

サバンの薬物動態に関する検討 

婦人科悪性腫瘍は深部静脈血栓症の発症率が高い悪性腫瘍の一つです。深部静脈血栓症は時

に致死的となるため、原疾患の治療と並行して加療をする必要があります。近年、新たな血栓症

治療薬である Direct Oral Anticoagulants(DOACs）が静脈血栓症の治療及び再発予防のために

広く普及し始めていますが、抗癌剤使用中に DOACｓの血中動態がどのように影響を受けるかの

詳細は明らかになっていません。そこで今回、血栓症を合併した婦人科悪性腫瘍症の方で、・p ク

リタキセルを用いた化学療法を施行中の患者さんに対して、血栓の治療および再発予防目的に

DOACｓの一つであるエドキサバンを使用し、パクリタキセル投与下での同薬の血中濃度の推移

を基にその薬物動態を評価し、その安全性・有効性を検討する前向き研究です。 

個人情報の扱い：登録に関しては連結可能匿名化を行い、連結対応表に関しては厳重に管理す



る。 登録情報に基づく研究に関しては、連結不可能匿名処理を行ったデータを使用するため、個

人情報には該当しない。 

研究責任者: 澤田健二郎 （准教授） 

 

妊娠が骨盤底構造へ与える影響についての MRI による検討に関する研究 

1. 研究の対象：2010 年 1 月～2019 年 12 月に当院で MRI を撮像された妊婦及び同時期に当院

へ紹介された婦人科良性疾患患者で MRI を有するもの。 

2. 研究目的・方法：骨盤臓器脱 (POP; pelvic organ prolapse)は 50 歳以上の女性の約半数が罹

患する QOL (quality of life)疾患であり、今後高齢社会の進行に伴い 2010 年から 2050 年で 50%

程度増加することが予想されています。POP の臨床的な評価方法は、・蜉ﾏ的指標として 1996 年

に Bump らによって報告されている POP-Q スコアが一般的であり今だに客観的指標が確立され

ていないのが現状ですが、1999 年に Craig らにより MRI による客観的指標として有用であると報

告されて以来同様の報告が散見されるようになってきています。POP の一因として尿道膀胱検査

や超音波検査では妊娠中からすでに骨盤底が変化していることが示されていますが、より客観的

な検査である MRI による評価はこれまでなされていません。本研究は, MRI を後方視的に検討し

妊娠による骨盤底への影響を明らかにすることが目的です。 3. 研究に用いる試料・情報の種

類：年齢、身長、体重、病歴、周産期情報、MRI 画像 

4. お問い合わせ先 

本研究に関するご質問等がありましたら当科までお問い合わせ下さい。ご希望があれば、他の研

究対象者の個人情報及び知的財産の保護に支障がない範囲内で、研究計画書及び関連資料を

閲覧することが出来ますのでお申出下さい。 


